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はじめに 

自治体病院は、その地域に不足している医療に積極的に取り組むとともに、地

域の医療機関や行政機関等との連携を図りながら、公平・公正な医療を提供し、

地域住民の健康の維持・増進を図り、地域の発展に貢献することを使命としてお

ります。 

このため、都市部から離島等へき地にいたるあらゆる地域において、住民のニ

ーズに対応した適切な医療を提供するとともに、総合的医療機能を基盤にへき地

医療、高度・特殊・先駆的医療等を担っています。さらには、医療従事者の研修

の場としての役割を果たし、地域医療水準の向上や、地域住民が安心して医療を

受けられる環境整備、並びに合理的かつ効率的な病院運営に日夜努めています。 

しかしながら、へき地・離島はもとより地域における拠点病院等にあっても、

地域医療に従事する医師の不足や診療科による偏在があり、とりわけ、小児科、

産科、麻酔科などの医師不足の解消は喫緊の課題となっております。 

さらに、病院勤務医の労働過重や看護師不足の問題は地域の医療崩壊を招いて

おり、これらの問題は、開設者である首長と病院だけで改善することは極めて困

難な状況にあります。 

本年４月の診療報酬改定においては、緊急課題として、産科や小児科をはじめ

とする病院勤務医の負担の軽減に措置された部分もありますが、これまでのマイ

ナス改定の影響が大きく、今回の改定によって各地域の医療が本来必要とされる

機能を回復できたのかはわかりません。 

このような状況の中、この度、全国自治体病院開設者協議会並びに全国自治体

病院協議会は自治体病院が地域における良質な医療を安全に、かつ、継続して提

供できるよう、なお一層の取組みを行うことを決意いたしました。 

つきましては、国及び関係機関等におかれては、以下の諸施策が適切に講じら

れるべきことについて、格別の御尽力を賜りますようお願い致します。 
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１．医師確保対策について 

１） 地域医療の確保と医師の生涯にわたるキャリア形成の観点に立ち、病院・

診療所の管理者となる要件に、へき地医療や周産期医療等への従事経験を付

加することや、これに対し適切な処遇（例えば国内外大学での研修・研究時

の経費等に対する適切な施策）を講じること、女性医師の就業環境整備を進

めること、研修医の特定病院・地域への集中是正のため臨床研修病院の定員

を見直すことなど、地域における医師確保に実効性のある対策をとりまとめ、

推進すること。 

また、こうした取組みを推進するため、地域医療支援中央会議を設けてい

るところであり、大学においては「大学院教育改革支援プログラム」におい

て学会専門医養成を図るべく、大学プログラムの採択を掲げている。しかし、

これが我が国の医師需給政策とどう結びつくのか明らかでない。例えば小児

科、産科はもとより、国の医療政策上の重要な領域であるがんに対する専門

医の養成をはじめ、国として、引き続き恒常的に地域や診療科における医師

の需給を客観的に評価し、対策を検討する仕組みを構築すること。 

 

２） 「医師の需給に関する検討会」資料によれば、病院勤務医の連続２４時

間以上の救急医療従事など過酷な勤務実態が明らかになった。そのため労働

過重の改善について検討が行われているところであるが、引き続き国民が安

心できる良質な医療の提供をできるだけの医師数を確保するため診療報酬

の抜本的見直しを含む適切な施策を講じること。 

また、夜間救急のいわゆるコンビニ化が医師の労働環境悪化の要因ともな

っており、この点、国民に広く周知徹底する等、啓発を行うこと。 

 

３） いわゆる総合診療に従事できる医師の養成に努めるとともに、専門医の

養成・認定においては、地域医療従事等の評価を考慮した体系とするよう、

国として早急な対策を講じること。 
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４） 医療関連死についての医師法２１条の改正については、厚生労働省から

第三次試案が出されているが、この案に沿って立法化に向けての取り組みに

努めること。 

さらに、無過失補償制度については、産科同様の傾向がある他の診療科に

ついても早急に対応を進めること。 

 

 

２．公立病院改革ガイドラインについて 

先般、総務省より公立病院改革ガイドラインに沿った改革プランの策定が要

請され、自治体病院には経営の健全化と病院の統合、再編ネットワークの構築、

経営形態の見直し等が求められている。この改革を進めるにあたっては、公立

病院の使命を十分に勘案し、地域医療の確保が出来るとともに、医師にとって

やりがいがあり、住民にとって安心できる勤務環境・医療提供体制の整備を進

める上で必要な財政的支援を国が行うこと。 

 

 

３．看護師確保対策について 

我が国の病院に勤務する看護職員数は先進諸国と比較してもかなり少ない

状況にあり、「第六次看護職員需給見通しに関する検討会」においても全国で

約４万人の看護師の不足が報告されている。 

地域性や患者の看護の必要度に応じた安全で質の高い看護を持続的に提供

できるよう、国や関係機関においては診療報酬上の評価の設定をはじめ、研修

の充実、就労環境の整備も合わせて、看護師確保に対する諸施策を早急かつ積

極的に実行すること。これに関連し、自治体病院における医療スタッフの定員

制の緩和を促すこと。 
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４．社会保険診療報酬について 

１） 本年４月に行われた診療報酬改定により、病院と診療所の格差解消のた

め、再診料の見直しが行われたが、完全な格差解消とならなかったため、今

後の改定においては初・再診療料、入院基本料の基本診療料等の在り方から

検討を行い、反映させることとされているが、これらは医療提供体制の根幹

を支える項目であり、激変による影響を生じないよう、地方や日本病院団体

協議会をはじめとする各関係機関の意見を十分に尊重すること。 

また、病院においては日直、宿直時であっても救急対応等をしなければな

らないような場合があり、病院勤務医の実態を適正に評価するとともに、医

療技術の適正な評価と医療機関の機能的コストなどを適切に反映した診療

報酬体系とするため、抜本的に改正すること。 

 

２） 社会保険診療報酬に係る消費税制度のあり方を早急に改めること。 

 

 ３） 医療安全確保対策には、専門の職員の配置、感染対策、情報技術（ＩＴ）

の活用など財政負担を伴う。このため、本年４月の診療報酬改定により診療

報酬上の手当てが講じられたところであるが、未だ不十分である。医療安全

管理者の「専従」要件を見直すとともに適切な診療報酬上の措置を講じるこ

と。 

 

 

５．精神科医療について 

１） 自治体立の精神科病院及び精神科を有する病院は、重症例、急性期、身

体合併症例、児童思春期、依存症治療等の民間病院では対応が難しい患者に

重点的に対応するなど、精神科医療において重要な政策的役割を果たしてい

るが、診療報酬がこうした自治体病院が担っている精神科医療の実態を反映
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していないことから、手厚い医療を行っているほとんどの自治体において赤

字経営を余儀なくされている。精神科に対する入院基本料等の引上げと重症

例、児童思春期、依存症治療等に対する相応の診療報酬の加算を十分検討す

ること。 

 

２） 平成１３年度の第４次医療法改正により、総合病院や大学病院の精神科

は特例からはずれ、医師１６：１、看護師１５：１以上とされたにもかかわ

らず、診療報酬上の対応がなされていない。精神科病棟入院基本料を実態に

あわせて見直すこと。 

また、単科精神科病院においても、早急に医師１６：１、看護師１５：１

以上の医療体制を整備するよう検討すること。 

 

３） 「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関

する法律」の円滑な運用は、緊急の国家的課題であり、自治体立精神科病院

にも協力が強く求められているところである。このことについて施設整備、

人員確保等において、自治体が十分対応出来るような施策展開を図ること。 

 

 

６．病院事業にかかる地方財政措置等について 

１） 病院事業にかかる地方交付税措置については、不採算地区病院、小児医

療、救急医療、精神科医療、へき地医療、高度医療、周産期医療、追加費用

等について、その所要額を確実に確保すること。このうち不採算地区病院に

ついては、市町村合併後における不採算地区の範囲について必要な検討を行

うとともに、引き続き所要の財政措置を講じること。 

また、病院勤務医の過重労働解消のための交代勤務制導入、産科医療機関

への支援、病院勤務医の医療補助者配置の推進等については、自治体病院に

おいて支障をきたさないよう必要な財源措置を確実に講じること。 
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２） 税源移譲によって、救急医療等に要する従来の国庫補助等の税源が国か

ら地方へ移譲されたが、地域によっては、所要の税・財源が確保できない現

状に置かれ、これまで地域の拠点として果たしてきたとりわけ救命救急セン

ター等の維持・確保が極めて困難な状況に直面している。まずは地域が主体

的に取り組むべき課題ではあるが、国においては、交付税の算定に当たって

は地域医療の確保に支障のないよう必要な見直し、財源措置を行うこと。 

 

３） 一定の要件に該当する病院事業債について、平成 19 年度から平成 21 年

度までの 3 ヵ年内に補償金免除繰上償還等が認められることとなったが、そ

の採択要件及びこれに伴う財政融資資金に係る病院事業債の新規発行等に

係る制限については、病院施設の特質にかんがみ必要な特例措置を講じるこ

と。 

 

４） 公立病院改革ガイドラインにおいて、①今後の病院施設等の整備につい

ては病院の建築単価が一定水準を上回る部分を普通交付税の対象となる病

院事業債の対象から除外すること、②病床数に応じた普通交付税措置に際し

て、今後の病院における病床利用率の状況を反映することを検討する。とあ

るが、その検討に際しては、病院が担う機能や建設コストの動向を適正に反

映したものとすること。 

 

 

７．医師の臨床研修の円滑な推進について 

初期臨床研修については、全国の自治体病院の多くが臨床研修病院として地

域医療に関するカリキュラムの充実を図る等それぞれに熱心な取組みを行っ

ているところであるが、地域医療に関する実践的研修の取組みには相当の差が

みられる。 
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こうした中、地域において医師を育成していく観点から、幅広い診療能力を

持った医師の養成を目指し、研修医に対する質の高い研修を確実なものとして

いくため、臨床研修指導医に対する待遇等について国からの財政的支援の強化

を図ること。 

 

 

 

おわりに 

今日の病院勤務医の絶対的不足、診療科・地域偏在の問題をはじめとして、我

が国がおかれている「医療の貧困」とも形容すべき状況は、残念ながら、各般に

わたり患者・国民にとって不本意かつ悲惨な現状をもたらしており、その傾向は

日々悪化してきているとさえいえます。産科・小児科問題はその一端に過ぎませ

ん。 

こうした中にあって、このような状況を打開し、医療の質を確保しつつ持続可

能な医療提供を行っていくため、上記に掲げた諸施策を速やかに実行に移すとと

もに、そのためにも医療分野に対し、必要かつ十分な資源配分が行われるよう、

国として国民の命を守る観点から、総力を挙げて取り組んでいただくことを強く

求めます。  

 


